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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【経常収支比率】
　地方交付税などの一般財源の削減が続くなかで、公債費及び繰出金の増加により９０．７％と類似団体平均を上回っている。
繰出金については、内容を精査し抑制を図る。又高い割合である人件費の抑制や町債発行の抑制、あるいは徴収体制を強化
するなどの歳入確保を通して経常収支比率の上昇を抑えていく。
【人件費】
　類似団体平均と比較すると、人件費に係る経常収支率は低くなっている。要因として職員数の抑制やラスパイレス指数にも示
されている適正な給与水準を維持しているこが挙げられる。今後も人件費関係経費全体について適正水準を維持していく。
【物件費】
　Ｈ１８年度より指定管理者制度を導入した結果、物件費は類似団体平均より大幅に低い８．５％である。特に賃金、需用費及び
備品購入費は抑制しているが、近年は各施設の老朽に伴う修繕費が増加傾向にあるので引き続き削減に努める。
【扶助費】
　扶助費は類似団体の平均値であるが、年々増加している。要因としては、高齢化に伴う扶助等が挙げられる。削減が困難な
費用であるが、増加傾向に歯止めをかけるよう努める。
【補助費等】
　補助費等が人口１人当たり決算額は類似団体平均より若干上回っているが、経常的なものが大半を占めているためである。
今後は、町補助金検討委員の提言による不適当な補助金の見直しや廃止を行う方針である。
【公債費】
　公債費の償還のピークを向かえ公債比率は類似団体平均を１１．６％上回る２９．４％となっている。今後緩やかなマイナスに
転じるが、今後も地方債の新規発行を伴う普通建設事業を抑制等により類似団体平均の水準となるよう努める。
【普通建設費】
　過去の地方債発行による公債費が依然と高い中、Ｈ１６年度より新規発行を伴う普通建設事業を抑制したことで人口１人当た
り決算額は類似団体平均を下回っている。引き続き普通建設事業費の抑制に努める。
【その他】
　全国平均を上回る高齢化率であるため、老人保健事業への繰出金が人口１人当たり決算額は類似団体平均を大幅に上回っ
ている。今後、更に高齢化率の上昇が予測される中、医療費の削減を行うことは、困難であるが健康増進を図る体操を普及す
る事業を実施する等の削減に努める。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 881,404 59,902 87,219 ▲ 31.3
賃金（物件費） 66,390 4,512 6,080 ▲ 25.8
一部事務組合負担金（補助費等） 245,341 16,674 12,118 37.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 77,319 5,255 398 1,220.4
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 3,306 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 10,143 689 1,876 ▲ 63.3
▲退職金 ▲ 92,231 ▲ 6,268 ▲ 8,092 ▲ 22.5
合計 1,188,366 80,764 102,906 ▲ 21.5

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.27 9.90 ▲ 2.63
ラスパイレス指数 89.2 93.3 ▲ 4.1

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。） 1,210,928 82,298 48,932 68.2

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等 - - 4 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 133,856 9,097 11,666 ▲ 22.0
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額 79,217 5,384 6,745 ▲ 20.2

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額 3,093 210 1,818 ▲ 88.4

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く） - - 22 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額 ▲ 883,060 ▲ 60,015 ▲ 36,708 63.5

合計 544,034 36,974 32,479 13.8

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 高知県 佐川町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

890,126 59,318 ▲ 21.8 88,432 ▲ 3.4 ▲ 18.4

うち単独分 594,918 39,645 30.1 50,587 ▲ 3.0 33.1

1,171,544 78,569 32.5 82,133 ▲ 7.1 39.6

うち単独分 817,056 54,796 38.2 48,861 ▲ 3.4 41.6

849,017 57,227 ▲ 27.2 82,781 0.8 ▲ 28.0

うち単独分 374,541 25,245 ▲ 53.9 52,738 7.9 ▲ 61.8

414,253 28,020 ▲ 51.0 73,854 ▲ 10.8 ▲ 40.2

うち単独分 363,424 24,582 ▲ 2.6 41,302 ▲ 21.7 19.1

467,673 31,784 13.4 66,287 ▲ 10.2 23.6

うち単独分 415,418 28,233 14.9 36,581 ▲ 11.4 26.3

過去５年間平均 758,523 50,984 ▲ 10.8 78,697 ▲ 6.1 ▲ 4.7

うち単独分 513,071 34,500 5.3 46,014 ▲ 6.3 11.6
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